
















































際労働機関 (ILO) の第156号条約を批准するためであった。同条約は, 正
式名称を「家族的責任を有する男女労働者の機会均等及び待遇の均等に関




の均等を得ることを目的とする。ちなみに, 政府, 使用者, 労働者の代表




















































・バランスに関する文書は, ①日本政府, ②経済団体, ③労働組合, ④人
権団体, ⑤研究所が多数まとめ, それぞれの主張を展開している。日本政
府の諸機関で, 少子化およびワーク・ライフ・バランスに関わっている省

























て参加が進む欧州連合 (EU) では, 出産休暇を20週以上にするよう決定



























第一生命経済研究所ホームページ Life Design Report からアクセス可。
http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/ldi/report/m_index.html
・松田茂樹「男性の育児休業取得はなぜ進まないか」(2006年1112月）
第一生命経済研究所ホームページ Life Design Report からアクセス可。
http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/ldi/report/m_index.html
・松田茂樹「コンパクトな保育所の普及促進を」(2010年4月）














リスト』No. 1838 (2009. 8115)，1618頁
・杉井静子「ケンウッド事件での裁判官の『常識』を問う」『法学セミナ
ー』No. 547（2000年７月）











































































































































































































































































































（４）日本労働弁護団 (Labour Lawyers Association of Japan) リンク集
改正育児・介護休業法に関するサイト集 135
http://roudou-bengodan.org/link/
４．研究所等（アイウエオ順）
（１）イマドキ家族研究所
http://www.imadoki-lab.com/about/index.html
（２）社会政策学会リンク集（国内）
http://wwwsoc.nii.ac.jp/sssp/sssplinks.htm
（３）第一生命経済研究所ライフデザイン研究本部
http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/ldi/ldn_index.html
（４）電通総研
http://www.dentsu.co.jp/di/index.html
（５）東レ経営研究所ダイバーシティ＆ワークライフバランス研究部
http://www.tbr.co.jp/div_wlb/index.html
（６）ニッセイ基礎研究所
http://www.nli-research.co.jp/
（７）日本労働法学会 リンク
http://wwwsoc.nii.ac.jp/jlla/contents/link.html
（８）博報堂生活総研
http://seikatsusoken.jp/
（９）法政大学大原社会問題研究所
http://oohara.mt.tama.hosei.ac.jp/
（10）明治安田生活福祉研究所
http://www.myilw.co.jp/
以 上
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